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Ⅰ 一般会計等財務書類について

１．一般会計等財務書類作成上の前提条件

（１） 対象会計

一般会計等（田布施町は一般会計のみ）

（２） 対象年度及び作成の基準日

対象年度は、平成２８年度とし、平成２９年３月３１日（平成２８年度末）を基準日としています。

（３） 出納整理期間の取り扱い

出納整理期間（４月１日～５月３１日）における出納については、基準日までに終了したものとして

処理しています。

（４） 資産の評価方法

整備した固定資産台帳を用いて評価しています（原則、取得価額）。

２．財務書類４表の相互関連

貸借対照表
（資産の状況とその財源）

行政コスト計算書
（１年間に要した行政サービスのコスト）

資産 負債 経常費用

・・・・・
△

経常収益

＝
純経常行政コスト

＋
・・・・・

純資産 臨時損益
＝歳計現金

経常行政コスト

資金収支計算書
（１年間の資金の流れ）

純資産変動計算書
（１年間の純資産の動き）

収入 期首純資産残高
△ △
支出 純行政コスト
＝ ＋

歳計現金預金増減額 財源（税収等、国県等補助金）
＋ ＋

歳計外現金増減額 無償所管換等
＝ ＝

期末現金預金残高 期末純資産残高
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３．貸借対照表

（単位：千円）

資産の部 金額 一人あたり 負債の部 金額 一人あたり

【固定資産】 16,936,802 1,091 【固定負債】 6,279,072 405

　１．有形固定資産 14,304,062 922 　１．地方債 5,366,462 346

　　（１）事業用資産 8,959,367 577 　２．退職手当引当金等 912,609 59

　　（２）インフラ資産 5,273,961 340

　　（３）物品 70,734 5 【流動負債】 716,175 46

　　※うち減価償却累計額（物品除く） （△13,025,464） （△839） 　１．1年以内償還予定地方債 636,292 41

　２．無形固定資産 42,305 3 　２．賞与等引当金等 79,884 5

　３．投資その他資産 2,590,435 167 負債合計 6,995,247 451

　　（１）投資及び出資金 1,954,982 126

　　（２）長期延滞債権等 54,398 4 純資産の部 金額 一人あたり

　　（３）基金（その他） 581,054 37

純資産　合計 10,925,228 704

【流動資産】 983,673 63

　　１．現金預金 128,708 8

　　２．未収金等 19,590 1

　　３．基金（財政・減債） 835,375 54

資産合計 17,920,475 1,155 負債及び純資産合計 17,920,475 1,155

（注）表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

（注）平成29年3月末時点の住民基本台帳人口（15,517人）を用いて、一人あたりの金額を算定しています。

【用語解説】

貸借対照表
　（平成29年3月31日現在）　　　　　　　　　

事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産

インフラ資産 道路・橋梁、公園、漁港施設など

無形固定資産 ソフトウェアなど

長期延滞債権 町税等の収入未済額のうち、1年以上未収となっているもの

未収金 町税等の収入未済額のうち、過去1年以内に発生した額

退職手当引当金 全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合に必要となる金額

賞与等引当金
期末手当・勤勉手当及び法定福利費の翌年度６月支給予定額のうち、支給対

象期間１２月～３月までの４か月分

資産の部

負債の部
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◆ 貸借対照表を用いた財政分析 ◆

（１） 社会資本形成の将来世代負担比率

社会資本整備の結果を示す有形・無形固定資産において、地方債に着目すれば、将来返済しな

ければならない分の割合（「将来世代負担比率」という。）をみることができます。

将来世代の負担を考えた場合、比率が低いほうが財務の安定性が高いという観点からは望まれ

ますが、反面、有形固定資産は、長期にわたって町民に利用されるものですから、負担の公平とい

う観点からは、必ずしも低いほうがいいとはいえません。

田布施町の将来世代負担比率は２１．６％。

（注）地方債には、１年以内償還予定地方債を含み、特例地方債を除いています。

（２） 歳入額対資産比率

資産合計は、地方公共団体の社会資本形成の総額を表します。この比率は、資産合計が歳入

総額の何年分に該当するかを表し、これまで資本的支出（ストック資産）に重点を置いていたのか、

費用的支出に重点を置いていたのかが示されます。この比率については、年数が多いほど既に社

会資本整備が進んでいると考えられますが、反面、維持管理経費が多く発生し、財政的な負担が

強いられるものとも考えられます。

田布施町の歳入額対資産比率は、３．０８年。

項 目 平成２８年度

有形・無形固定資産合計（a） １４，３４６，３６７千円

地方債（c） ３，０９２，３８０千円

将来世代負担比率（c/a） ２１．６％

項 目 平成２８年度

歳入総額（a） ５，８１５，１２７千円

資産合計（b） １７，９２０，４７５千円

歳入額対資産比率（b/a） ３．０８年
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（３） 有形固定資産減価償却率

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することによ

り、耐用年数に比して資産取得からどの程度経過しているかみることができます。この比率につい

ては、比率が高いほど各施設の老朽化が進んでいるといえ、今後、大規模な改修・修繕あるいは建

替え等が必要になり、それに係る負担増を見込んだ財政計画・財政運営を行う必要があります。

田布施町の有形固定資産減価償却率は、５８．０％。

（注）物品は除いて計算しています。

（４） 純資産比率

資産のうち、どの程度が正味の資産、すなわち町民の持分であるかを示しています。純資産比

率は企業会計における自己資本比率に相当し、この割合が高いほど財政状態が健全であるといえ

ます。

田布施町の純資産比率は、６１．０％。

項 目 平成２８年度

減価償却累計額（a） １３，０２５，４６４千円

有形固定資産（償却資産）

取得価格（b）
２２，４５５，７７０千円

有形固定資産減価償却率

（a/b）
５８．０％

項 目 平成２８年度

資産合計（a） １７，９２０，４７５千円

純資産合計（b） １０，９２５，２２８千円

純資産比率（b/a） ６１．０％
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４．行政コスト計算書

自　平成28年4月01日
至　平成29年3月31日 （単位：千円）

金額 一人あたり

【経常費用】 5,200,003 335

　１．人にかかるコスト 890,433 57

　　（１）人件費 890,433 57

　２．物にかかるコスト 1,525,947 98

　　（１）物件費 940,454 61

　　（２）維持補修費 82,016 5

　　（３）減価償却費 500,170 32

　　（４）その他 3,306 0

　３．その他のコスト 2,783,623 179

　　（１）その他の業務費用 129,318 8

　　（２）移転費用 2,654,305 171

【経常収益】 258,848 17

　　（１）使用料及び手数料 67,253 4

　　（２）その他 191,595 12

純経常行政コスト 4,941,155 318

【臨時損失】 24,582 2

【臨時利益】 4,980 0

純行政コスト 4,960,758 320

（注）表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

（注）平成29年3月末時点の住民基本台帳人口（15,517人）を用いて、一人あたりの金額を算定しています。

   【用語解説】

行政コスト計算書

その他のコスト 移転費用 補助金、社会保障給付、他会計への繰出金など

災害復旧事業費、資産除売却損など

資産売却益など

臨時損失

臨時利益
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◆ 行政コスト計算書を用いた財政分析 ◆

（１） 受益者負担比率

コストのうち、サービスを受けた者が直接的に負担する割合をいいます。

田布施町の受益者負担比率は、５．０％。

（２） 行政コスト対税収等比率

純経常行政コストに対する税収等の比率を算定することにより、行政サービスのコストから受益

者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われたかが分かりま

す。比率が１００％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ「資産」が蓄積されたり、翌年度

以降へ引き継ぐ「負担」が軽減されたことを示し、比率が１００％を上回っている場合は、過去から蓄

積された「資産」が取り崩されたり、翌年度以降へ引き継ぐ「負担」が増加したことを示しています。

田布施町の行政コスト対税収等比率は、９７．５％。

（注）「財源（税収等＋国県等補助金）」は、純資産変動計算書から引用しています。

項 目 平成２８年度

経常収益（a） ２５８，８４８千円

経常費用（b） ５，２００，００３千円

受益者負担比率（a/b） ５．０％

項 目 平成２８年度

純経常行政コスト（a） ４，９４１，１５５千円

財源（税収等＋国県等補助金）

（b）
５，０６９，９９３千円

行政コスト対税収等比率

（a/b）
９７．５％
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５．純資産変動計算書

自　平成28年4月01日
至　平成29年3月31日 （単位：千円）

金額 一人あたり

前年度末純資産残高 10,590,004 682

　純行政コスト（△） △ 4,960,758 △ 320 　　　　【用語解説】

　財源 5,069,993 327

　　（１）税収等 4,012,152 259

　　（２）国県等補助金 1,057,840 68

　無償所管換等 225,989 15

本年度末純資産残高 10,925,228 704

（注）表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

（注）平成29年3月末時点の住民基本台帳人口（15,517人）を用いて、一人あたりの金額を算定しています。

６．資金収支計算書

自　平成28年4月01日
至　平成29年3月31日 （単位：千円）

金額 一人あたり

【業務活動収支】 408,081 26

【投資活動収支】 △ 172,262 △ 11 　【用語解説】

【財務活動収支】 △ 394,690 △ 25

当年度歳計外現金増減額 4,061 0

前年度末現金預金残高 283,518 18

本年度末現金預金残高 128,708 8

（注）表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

（注）平成29年3月末時点の住民基本台帳人口（15,517人）を用いて、一人あたりの金額を算定しています。

　　　　純資産変動計算書

　　　　資金収支計算書

無償所管換等
無償で譲渡または取得
した固定資産の評価額

等

業務活動収支
投資活動収支や財務活

動収支以外の収支

投資活動収支
公共施設等の整備や基

金に係る収支等

財務活動収支
地方債の借入と償還の

収支等
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◆ 資金収支計算書を用いた財政分析 ◆

（１） 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

基礎的財政収支は、地方債（町債）等発行額及び基金取崩額を除いた歳入から、地方債（町債）

等元利償還額及び基金積立額を除いた歳出を差し引いた収支で、値がプラスであれば現在の行政

サービスに係る費用が将来の世代に先送りすることなく、現在の税収等で賄われたことを示しま

す。

逆に値がマイナスの場合は、行政サービスの費用を地方債や基金の取り崩しによって賄ったこと

となり、結果として将来の世代に負担を先送りしたことになります。

 田布施町の基礎的財政収支は、約４．０億円のプラス。

（２） 債務償還可能年数

借り入れている地方債などの債務を、経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済で

きるかを表す指標で、債務返済能力を測る指標です。

田布施町の債務償還可能年数は、１８．２年。

（注）将来負担額、充当可能基金残高は、地方公共団体財政健全化法の算定式から算出しています。

（注）業務収入等には、臨時財政対策債発行可能額を含みます。

項 目 平成２８年度

業務活動収支（支払利息除く）（a） ４９１，５７３千円

投資活動収支

（基金取崩・積立除く）（b）
△９１，９２２千円

基礎的財政収支（a+b） ３９９，６５１千円

項 目 平成２８年度

将来負担額（a） １２，９０６，４５８千円

充当可能基金残高（b） １，４２０，５４９千円

業務収入等（c） ５，３２２，６４６千円

業務支出（d） ４，６９３，２７２千円

債務償還可能年数（a-b）/（c-d） １８．２年
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Ⅱ 全体・連結財務書類について

１．全体･連結財務書類とは

一般会計等の財務書類を作成するだけでは、必ずしも財務状況の全体像を表すことはできませ

ん。そこで、地方公共団体を構成する公営事業会計や地方公共団体と連携協力して行政サービス

を実施している関係団体を一つの行政サービス実施主体としてとらえ、その全体の財政活動、財務

状況を表すための財務書類として、全体･連結財務書類を作成します。

全体・連結財務書類を作成するにあたり、会計間・団体間の出資金、貸付金、繰出金、補助金等

の内部取引については、相殺消去等を行い調整しています。

２．対象会計・団体の範囲

一般会計等と公営事業会計を連結した財務書類を「全体財務書類」、さらに一部事務組合・広域

連合等の関係団体を連結した財務書類を「連結財務書類」と呼びます。

（田布施町の場合）

地方公共団体 一部事務組合・広域連合 地方三公社

一般会計 山口県市町総合事務組合 該当なし

公
営
事
業
会
計

国民健康保険特別会計 山口県後期高齢者医療広域連合

下水道事業特別会計 田布施・平生水道企業団 地方独立行政法人

介護保険特別会計 柳井地域広域水道企業団 該当なし

後期高齢者医療特別会計 熊南総合事務組合

光地区消防組合 第三セクター等

周東環境衛生組合 該当なし

公営事業会計

地方独立

行政法人

地方三公社

一部事務組合・広域連合

第三セクター等

連 結
全 体

地方公共団体

一般会計等
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３．一般会計等財務書類と全体・連結財務書類の比較

一般会計等財務書類の数値と全体・連結財務書類の数値を比較することにより、資産や行政サ

ービスなどの規模を比較することができます（連単倍率）。

（１） 一般会計等財務書類と全体財務書類の比較

（２） 一般会計等財務書類と連結財務書類の比較

全 体

（Ａ）

一般会計等

（Ｂ）

連単倍率

（Ａ／Ｂ）

貸 借 対 照 表

資 産 合 計 23,368,996 17,920,475 1.30

負 債 合 計 12,077,056 6,995,247 1.73

純 資 産 合 計 11,291,940 10,925,228 1.03

行政コスト計算書

経 常 費 用 8,719,322 5,200,003 1.68

経 常 収 益 367,558 258,848 1.42

純経常行政コスト 8,351,764 4,941,155 1.69

純 行 政 コス ト 8,371,367 4,960,758 1.69

純資産変動計算書
期首純資産残高 10,810,278 10,590,004 1.02

期末純資産残高 11,291,940 10,925,228 1.03

資金収支計算書
期首資 金残高 347,732 283,518 1.23

期 末 資 金残高 256,469 128,708 1.99

連 結

（Ａ）

一般会計等

（Ｂ）

連単倍率

（Ａ／Ｂ）

貸 借 対 照 表

資 産 合 計 29,674,149 17,920,475 1.66

負 債 合 計 17,319,612 6,995,247 2.48

純 資 産 合 計 12,354,537 10,925,228 1.13

行政コスト計算書

経 常 費 用 11,167,275 5,200,003 2.15

経 常 収 益 812,495 258,848 3.14

純経常行政コスト 10,354,780 4,941,155 2.10

純 行 政 コス ト 10,382,451 4,960,758 2.09

純資産変動計算書
期首純資産残高 11,833,246 10,590,004 1.12

期末純資産残高 12,354,537 10,925,228 1.13

資金収支計算書
期首資 金残高 753,710 283,518 2.66

期 末 資 金残高 659,146 128,708 5.12

（単位：千円）

（単位：千円）
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